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１  受益者分担金（負担金）制度とは  

 

 下水道が整備されると…   地域環境が改善  

              利便性・快適性が向上  

 

 その一方で下水道の建設には、膨大な費用が必要となるが、下水

道が整備された地域のみ、限定的な恩恵となる。  

 

 

 

 

 下水道の整備によって恩恵を受ける方々から、下水道の整備に掛

かる費用の一部を負担してもらう制度として、受益者分担金（負担

金）制度がある。  
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２  受益者分担金（負担金）制度の概要  

 

（１）法的根拠  

 ①受益者負担金     都市計画法第７５条  

  都市計画事業により利益を受ける限度において、当該事業に要

する費用の一部を当該利益を受ける者に負担させることができる。 

 

 ②受益者分担金     地方自治法第２２４条  

  当該事件により特に利益を受ける者から、その受益の限度にお

いて、分担金を徴収することができる。  

 

（２）受益者の範囲  

 受益者は、公共下水道により下水を排除できる地域の土地所有者。 

地上権、質権、賃借権などの権利の目的となっている土地は、所有

者と権利者が相談して決定。  
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（３）国の方針・受益者負担金に関する提言  

 ①国の方針  

 【昭和４０年１０月建設省  通達】  

  受益者負担金の総額を建設事業費の１／５～１／３とすべき  

 【平成２６年８月総務省  技術的な助言】  

  全事業費の５％程度を徴収し事業へ充当  

 

 ②受益者負担金に関する提言（下水道財政研究委員会提言）  

  第１次委員会   賦課額は、事業費の１／３～１／５程度  

  第３次委員会   受益が現実化する末端管渠の整備との関連を

配慮することが必要  

  第４次委員会   例えば建設費の末端管渠整備費相当額を目途

とすることなどが適当  
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３  近隣市町の受益者負担金及び受益者分担金の状況  

 

 平成２７年度に豊明市が実施した調査結果を元に、近隣市町と受

益者分担金を賦課している市町に聞き取り調査を実施。  

 

（１）受益者負担金 (市街化区域 )及び受益者分担金（市街化調整区

域）の算定式について（回答数１３）  

  同じ算定式を採用        ６市 /１３市  

  一部異なる算定式を採用     ６市 /１３市  

  まったく異なる算定式を採用   １市 /１３市  

 

（２）受益者分担金に都市計画税を加味しているか  

  （回答数１２）  

  加味していない  ９市 /１２市  

  加味している   ３市 /１２市  
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（３）その他（担当者のコメント）  

 ①受益者負担金・受益者分担金で差が出た理由  

  市街化調整区域は、市街化区域に比べ取付管工事 対象件数、

賦課対象面積が少ないため、１戸当たりの負担金単価が高く

なる。  

 

 ②受益者負担金・受益者分担金で算定式を変えた理由  

  市街化調整区域は、宅地と判断が難しい筆もあることから、

取付管 1 本あたりの算定にした。  

  同じ算定方法だと受益者負担金（市街化区域）と比較して受

益者分担金（市街化調整区域）の方が極端に高額となるため。  
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４  日進市の制度について  

 

 下水道へ接続する費用     取付管設置工事の費用を負担  

                  （下水道条例第８条）  

≪現行制度の概略≫  

単 価  

本 管 と 同 時 施 工  
取 付 管 １ 本  ９ ９ ， ９ ０ ０ 円 （ φ 1 0 0 m m）  

     １ ２ ０ ， ３ ０ ０ 円 （ φ 1 5 0 m m）  

供 用 開 始 後 施 工  
取 付 管 １ 本 １ ９ ９ ， ０ ０ ０ 円 （ φ 1 0 0 m m）  

     ２ ２ ３ ， ６ ０ ０ 円 （ φ 1 5 0 m m）  

徴 収 時 期  
本 管 と 同 時 施 工  下 水 道 本 管 工 事 施 工 前 の 指 定 日 ま で に  

供 用 開 始 後 施 工  取 付 管 設 置 位 置 申 請 時  

   下水道整備費（末端管渠である取付管）の一部を負担  

 

          受益者負担金制度の一つ  
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（１）取付管設置工事費徴収制度を採用した理由  

 下水道条例を制定する際に、受益者負担金の徴収方法について検

討を行った結果、以下の理由から有利と判断し、採用が決定。  

 ①工事費の実費徴収となり、積算根拠が明確である。  

 ②水道事業に類似した方法が受け入れやすい。  

 ③現実に即した工事費スライド、半永続的な徴収及び一括前納制

度による事務の簡素化等により、収益性に富む効果的な財源確

保が可能である。  

 ④一括前納制度であり、事務の合理化・簡素化 が可能である。  

 

（２）現在の事務における状況  

 供用開始区域内での普及率は９３．８％（平成２８年４月１日）  

 ①滞納が無く、不納欠損が発生しない。  

 ②下水道接続時に工事費を負担するため、理解が得られやすい。  

 ③申請制度により徴収事務が無いため事務が合理的で 簡素である。 
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５  都市計画税について  

 

（１）都市計画税とは  

 主に都市計画事業に要する費用に使われる目的税で、市街化区域

内の土地及び家屋に対して課税。  

 

（２）県内の状況  

 県内で都市計画税を課税している  

団体は、日進市も含めて４３団体。  

地方税法（第７０２条の４）で上限  

税率０．３％となっているが日進市  

の税率は、０．１５％。  

 なお、９団体が市街化調整区域で  

も課税できると条例で定めており、  

１団体が課税。  
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（３）日進市の下水道事業に対する都市計画税の充当  

 過去１０年間の下水道  

事業への都市計画税の充  

当額の推移は、グラフの  

とおり。  
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６  日進市からの提案について  

 

 日進市下水道事業受益者分担金制度検討委員会設置条例第２条  

   委員会は、下水道事業受益者分担金に係る制度の作成  

及び変更並びに実施に関する審議を行う  

 

（１）市街化調整区域の受益者分担金制度（案）について  

 市街化区域と同様に取付管設置工事費徴収制度の採用を提案。  

 取付管設置工事費徴収制度を採用するメリットとしては、以下の

とおり。  

 ①一括前納で工事費が納入されることで、滞納及び分割納入が無

くなり、費用収入が安定するとともに合理化・簡素化した事務

が可能となる。  

 ②下水道接続時の負担となるため、受益者の支払い理由が明確と

なり、支払いに対する理解が得られやすい。  
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 ③下水道接続者のみが負担する制度のため、下水道の使用者・未  

使用者間で費用負担に対する公平性を担保できる。  

 ④接続する取付管に応じて負担金額を設定するため、工事費に対

する負担の公平性を担保できる。  

 ⑤市街化区域と同じ制度を採用することで、既整備地区との整合

性が取れ、制度に対する市内での公平性を担保できる。  

 ⑥蓄積された制度運用のノウハウが活用できる。  

 

（２）算定の基本方針（案）について  

 ①市街化区域と分けて、市街化調整区域のみで算定。  

  本管同時施工、供用開始後施工に分けて、工事費を算定。  

 ②取付管の新設等に要する費用の全部を徴収。  
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（３）都市計画税の不公平感について  

 市街化区域での都市計画税の賦課及び下水道事業への充当が、不

公平感の原因。  

 

しかし…  

 ①日進市では、都市計画税を制限税率の２分の１まで引き下げ。  

 ②市街化区域は、公共施設が整備されているなど、市街化調整区

域に対する優位性は一般的に高い。  

 ③下水道整備は、市街化区域から先行して整備している。  

 ④下水道整備予定の市街化調整区域に市街化区域と同等な負担を

求めることは、過度な負担となる。  

 ⑤近隣市町では、受益者分担金 (市街化調整区域 )に都市計画税を

加味していない。  
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 都市計画税の不公平感が存在することは理解することができるが、

市街化調整区域における受益者分担金に、都市計画税相当額の負担

を求めることは、過度な負担となることから、都市計画税相当額の

負担を求めない。  

 ただし、市街化調整区域の単価は、他の自治体と同様に応分の負

担を求めることが望ましい。  


